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自動車による食品の移動販売に関する取扱いについて 

 

 自動車による食品の移動販売については、昭和42年３月３日付け環乳第5016号「自

動車による食品の移動販売に関する取扱要領について」（以下「取扱要領」という。）を

参考として指導していただいているところですが、今般、平成29年７月19日付け総評

評第80号「買物弱者対策に関する実態調査の結果（通知）」（別添）により、買物弱者対

策に取り組む事業者の負担軽減等の観点から、営業許可手続の簡素化及び流水式設備の

設置義務の緩和を求める調査結果が示されました。つきましては、下記を踏まえ、適切

な対応がなされるよう特段の御配慮方お願いします。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項に規定す

る技術的助言であることを申し添えます。 

 

記 

 
１ 複数の地域にまたがって移動販売を行う場合の営業許可手続について 

営業許可については、食品衛生法（昭和22年法律第233号）第52条第１項及び食

品衛生法施行規則（昭和23年厚生省令第23号）第67条第１項の規定により、同法第

51条に規定する営業を営もうとする者は、都道府県知事等の許可を受けなければなら

ず、また、当該許可を受けようとする者は、営業所所在地を管轄する都道府県知事等

に申請を行うこととしている。 

この点、取扱要領においては、当時の衛生水準等の状況に照らし、営業車の属する

主たる固定施設の営業所等の所在地を管轄する都道府県知事等が営業許可を行うとと



 

もに、営業所等所在地以外の都道府県等の管轄区域にも移動して営業を行う場合には、

改めて当該都道府県知事等の許可を要するものとしている（取扱要領第３の１（ウ））。 

しかしながら、近年の衛生水準の向上及び移動販売の形態の多様化等の現状を踏ま

え、関係都道府県等の間で、同水準の施設基準が確保されており、監視指導の方法、

違反判明時の通報体制、行政処分の取扱い等について調整がなされている場合は、営

業所等所在地を管轄する都道府県知事等のみが営業許可を行うこととする取扱いとし

て差し支えない。 

 

２ 流水式手洗設備の設置について 

  液漏れのないように包装した食品のみを取り扱い、巡回中にこれらの食品の小分け

や再包装を行わない場合であって、巡回先で現地の手洗設備を利用する又は食品の取

扱いの都度使い捨て手袋を着用する等の条件により、施設及び食品取扱者の適切な衛

生管理が担保されると判断できるときは、流水式手洗設備の設置は省略して差し支え

ない。 

 

 

別添：「買物弱者対策に関する実態調査の結果（通知）」（平成 29 年７月 19 日総評評第

80号） 



（別添）












